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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期累計期間
第63期

第３四半期累計期間
第62期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 1,387,345 1,895,039 2,719,712

経常利益 (千円) 58,548 3,936 202,100

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) 49,180 △13,706 148,965

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 704,755 754,735 704,755

発行済株式総数 (株) 8,997,525 9,417,525 8,997,525

純資産額 (千円) 1,655,887 1,761,921 1,749,883

総資産額 (千円) 2,916,576 3,613,908 3,199,663

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は１株当たり四半期純損
失金額（△）

(円) 5.87 △1.62 19.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.00

自己資本比率 (％) 56.6 48.6 54.5

回次
第62期

第３四半期会計期間
第63期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.53 9.62

(注) １ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がありませんので記載しておりません。

２ 第57期より従業員株式所有制度を導入しております。当制度の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行（信

託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」といいます。）が保有する当社株式を、第62期第３四半期累計期間及び第62

期事業年度の1株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。なお、第63期第３四半期累計期間は、従業員持株ESOP信託が2022年３月16日で終了

したため、期中平均株式数の計算において控除する自己株式は該当ありません。

３ 2021年７月１付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失金

額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第62期第３四半期累計期間及び第62期は希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため、また、第63期第３四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失

金額であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が引き続きみられる中、行動制

限や海外渡航制限の緩和処置などから経済活動の持ち直しが見受けられました。一方で世界経済においては、原油

価格の高騰による樹脂原材料の高騰、長引くウクライナ情勢、不安定な国際情勢を背景に、半導体不足による電気

品納期の長期化及び世界的な物流混乱、並びに欧米における金利上昇、依然として先行きは不透明な状況にありま

す。加えて、国内電力価格上昇、鋼材等材料価格上昇、円安による輸入価格上昇等、コスト圧迫要因が連続しまし

た。

当社が関係するプラスチック加工業界は、今後益々の合理化を進め、競争力を高めなければなりません。当社と

しても更なる省エネルギー、省力化の製品の開発を提案して行く方向にあります。

このような状況下、当第３四半期累計期間における売上高は、上記の厳しい市場の影響を受けながらも予定され

ていた成型機、リサイクル装置の売上計上が順調に進み前年同四半期と比べて増加しました。利益面では第２四半

期累計期間の損失を解消し、営業利益、経常利益となりましたが、税金費用の計上により四半期純損失という結果

となりました。

以上の結果、当第３四半期累計期間における売上高は、18億９千５百万円と前年同四半期と比べ５億７百万円増

加（前年同四半期比36.6％増）しました。利益面につきましては、営業利益１千４百万円（前年同四半期比68.3％

減）、経常利益３百万円（前年同四半期比93.3％減）、四半期純損失につきましては、１千３百万円（前年同四半

期は４千９百万円の四半期純利益）となりました。

事業部門ごとの営業概要は次のとおりであります。

[インフレーション成形機事業]

インフレーション成形機事業につきましては、予定されていた成形機の売上計上は順調に進みましたが、前事

業年度からの受注減少が影響し、売上高は前年同四半期と比較して減少しました。

　この結果、売上高は５億３千８百万円(前年同四半期比2.3％減)となりました。

［ブロー成形機事業］

ブロー成形機事業につきましては、予定されていた大型成形機の納入検収が順調に進みましたが、標準成形機

の売上計上が少なく、売上高は前年同四半期と比較して減少しました。

　この結果、売上高は３億９千８百万円(前年同四半期比10.7％減)となりました。

［リサイクル装置事業］

リサイクル装置事業につきましては、予定されていた大型リサイクル機の納入検収が順調に進み、売上高は前

年同四半期と比較して大幅に増加しました。

この結果、売上高は６億８千万円(前年同四半期７千３百万円)となりました。
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［メンテナンス事業］

メンテナンス事業につきましては、前事業年度より続いております新型コロナウィルス感染症の影響、ロシア

によるウクライナ軍事侵攻による国際的な物流混乱のため調達すべき部品が入荷できず、売上高は前年同四半期

と比較して減少しました。

この結果、売上高は２億７千６百万円(前年同四半期比12.7％減)となりました。

　

以上の結果、当第３四半期累計期間の財政状態は次の通りとなりました。

（資産）

当第３四半期累計期間における総資産は、前事業年度末と比較して４億１千４百万円増加し、36億１千３百

万円となりました。これは主に現金及び預金が１億５千７百万円、前渡金が１億３百万円、棚卸資産が７千７

百万円、受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権が７千２百万円増加したことによるものです。

（負債）

負債につきましては、前事業年度末と比較して４億２百万円増加し、18億５千１百万円となりました。これ

は主に借入金が８億３千３百万円増加した一方で、支払手形及び買掛金が２億４千７百万円、前受金が７千万

円、社債が６千４百万円、未払法人税等が４千９百万円減少したことによるものです。

（純資産）

純資産につきましては、前事業年度末と比較して１千２百万円増加し、17億６千１百万円となりました。こ

れは主に新株発行により資本金及び資本準備金がそれぞれ４千９百万円増加しましたが、自己株式が取得によ

り２千３百万円増加（純資産の減少）し、配当金の支払額５千万円と四半期純損失１千３百万円を計上したこ

とによるものです。

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

(5)研究開発活動

当第３四半期累計期間における当社の研究開発活動の金額は、６百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,417,525 9,417,525
　東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は、100株と
なっています。

計 9,417,525 9,417,525 ― ―

(注)１ 発行済株式のうち666,600株は、現物出資(借入金の株式化99,990千円）によって発行されたものであり

ます。

２ 発行済株式のうち19,417株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権合計19,999,922円を出資の目

的とする現物出資により発行したものです。

３ 2022年11月４日開催の取締役会決議により、2022年11月21日を払込期日とする第三者割当による新株発

行を行いました。これにより普通株式が420,000株増加しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年11月21日(注) 420,000 9,417,525 49,980 754,735 49,980 245,110

(注)2022年11月21日を払込期日とする第三者割当増資により、420,000株の新株を発行いたしました。

発行価格 1株につき238円

資本組入額 1株につき119円
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 630,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,358,100 83,581 ―

単元未満株式 普通株式 9,025 ― 単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,997,525 ― ―

総株主の議決権 ― 83,581 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株(議決権６個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プラコー

埼玉県さいたま市岩槻区
笹久保新田550番地

630,400 ― 630,400 7.00

計 ― 630,400 ― 630,400 7.00

(注) １ 上記には、譲渡制限付株式報酬の無償取得19,417株を含んでおります。
２ 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が300株(議決権３個)ありま

す。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年10月１日から2022年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法

人アリアによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,303,789 1,460,984

受取手形、売掛金及び契約資産（純額） 724,943 ※2 764,371

電子記録債権 71,256 ※2 103,990

棚卸資産 233,672 311,432

前渡金 49,684 153,527

その他 36,081 63,547

貸倒引当金 △239 ―

流動資産合計 2,419,189 2,857,854

固定資産

有形固定資産

土地 268,000 268,000

その他（純額） 406,557 409,017

有形固定資産合計 674,557 677,017

無形固定資産 17,182 11,905

投資その他の資産

その他 100,958 80,561

貸倒引当金 △13,235 △13,430

投資その他の資産合計 87,723 67,131

固定資産合計 779,463 756,054

繰延資産 1,010 ―

資産合計 3,199,663 3,613,908

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 447,552 200,503

短期借入金 124,674 360,690

前受金 91,286 20,890

未払法人税等 49,438 ―

製品保証引当金 5,290 6,546

引当金 32,048 8,598

その他 109,138 84,564

流動負債合計 859,428 681,792

固定負債

社債 21,900 ―

長期借入金 480,866 1,078,710

引当金 14,205 15,120

その他 73,380 76,364

固定負債合計 590,351 1,170,194

負債合計 1,449,779 1,851,987

　



― 8 ―

(単位：千円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 704,755 754,735

資本剰余金 312,574 362,554

利益剰余金 829,464 765,175

自己株式 △196,153 △219,411

株主資本合計 1,650,640 1,663,054

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △217 △593

土地再評価差額金 94,655 94,655

評価・換算差額等合計 94,437 94,062

新株予約権 4,804 4,804

純資産合計 1,749,883 1,761,921

負債純資産合計 3,199,663 3,613,908
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 1,387,345 1,895,039

売上原価 915,783 1,428,243

売上総利益 471,561 466,795

販売費及び一般管理費 425,717 452,276

営業利益 45,843 14,519

営業外収益

物品売却益 2,134 1,717

受取地代家賃 19,140 7,704

受取保証料 3,070 ―

利子補給金 ― 3,221

その他 1,282 1,659

営業外収益合計 25,627 14,302

営業外費用

支払利息 2,564 4,183

為替差損 4,900 18,482

自己株式取得費用 291 232

株式交付費 3,984 180

その他 1,182 1,806

営業外費用合計 12,922 24,884

経常利益 58,548 3,936

特別損失

固定資産除却損 316 ―

特別損失合計 316 ―

税引前四半期純利益 58,232 3,936

法人税、住民税及び事業税 17,641 1,444

法人税等調整額 △8,590 16,198

法人税等合計 9,051 17,642

四半期純利益又は四半期純損失（△） 49,180 △13,706
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。これにより、四半期財務諸表に与える影響はありません。

(追加情報)

会計上の見積りを行う上での新型コロナウィルス感染症の影響について

新型コロナウィルス感染症に関して、当社は、現時点では厳重な対策を実施した上で事業活動を継続しており、

平常時と比べると減少しつつも一定の稼働率を維持しております。

しかし、当感染症は、経済、企業活動に広範囲な影響を与える事象であり、それらが当社に及ぼす影響や今後

の広がり方や収束時期を合理的に予測することは困難であります。

当社においては、現時点で入手可能な情報を踏まえ、翌事業年度の一定の期間にわたり当該影響が継続するも

のと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。しかしながら、将来の不確実性

が当社が行った会計上の見積りの結果に影響を与える可能性があります。

(四半期貸借対照表関係)

１ 偶発債務

当社は、2021年３月３日に、当社の前代表取締役の黒澤秀男氏に対し、訴訟を提起しております。（さいた

ま地方裁判所 第１民事部 令和３年（ワ）第457号）。当該訴訟は黒澤秀男氏の前代表取締役としての任務懈怠

により当社が被った損害について、損害賠償請求を行うものであります。当該訴訟を受けて、2021年９月９日

に黒澤秀男氏から当社に対し約31,000千円の支払いを求める反訴がさいたま地方裁判所に提起されており、現

在係争中です。当社は、係争中の訴訟について、弁護士と協議し、当社の正当性を主張してまいります。

※２ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満

期手形及び電子記録債権が、四半期会計期間末残高から除かれております。

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

受取手形 ― 千円 542千円

電子記録債権 ― 〃 5,490 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 58,372千円 52,531千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１ 配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 25,938 10.00
2021年
３月31日

2021年
６月25日

（注）2021年６月24日定時株主総会の決議による配当金の総額には、信託Ｅ口が保有する当社株式に対する配

当金227千円が含まれております。

２ 株主資本の著しい変動

当社は、2021年５月11日付で、ニューエネルギーマネジメント合同会社及び遼阳康达塑胶樹脂有限公司並び

にJVA TELOK KURAU.，LTDから第三者割当増資の払込を受けました。また、2021年４月26日開催の取締役会で決

議された新株予約権の行使により、第１四半期累計期間において資本金が185,130千円、資本準備金が185,130

千円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が704,755千円、資本準備金が195,130千円となっており

ます。

自己株式については、「株式給付信託制度（従業員持株会処分型）」による自己株式の従業員持株会への売

却17,700株、5,824千円（売却原価）を行っております。また、2021年８月23日開催の取締役会の決議により、

自己株式71,900株を29,173千円にて取得しております。この結果、当第３四半期会計期間末において自己株式

が191,289千円となっております。

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１ 配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,582 6.00
2022年
３月31日

2022年
６月29日

（注）2022年６月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、「従業員持株ESOP信託」が信託期間満了

に伴い、信託Ｅ口が保有する当社株式は0株であり当社に対する配当金は発生しておりません。

２ 株主資本の著しい変動

当社は、2022年11月21日付で、第三者割当増資の払込を受けました。当第３四半期累計期間において資本金

が49,980千円、資本準備金が49,980千円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が754,735千円、資本

準備金が245,110千円となっております。

自己株式については、2021年８月23日開催の取締役会の決議により、第２四半期累計期間において自己株式

63,700株を23,258千円にて取得しております。この結果、当第３四半期会計期間末において自己株式が219,411

千円となっております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社はプラスチック成形機事業（リサイクル装置事業を含む）のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、

セグメント情報の記載を省略しています。
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（収益認識関係）

当社の売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、財又はサービスの種類別及び収益認識の時期別に分解し

た場合の内訳は、以下のとおりです。

前第３四半期累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

財又はサービスの種類別及び収益認識の時期別の内訳

当第３四半期累計期間における販売実績を財又はサービスの種類別及び収益認識の時期別に示すと、次のとお

りであります。

（単位：千円）

財又はサービスの種類別の名称 合計

インフレーシ
ョン成形機

ブロー成形機
リサイクル

装置
メンテナンス

事業

一時点で移転される財
又はサービス

551,468 446,459 73,022 316,395 1,387,345

一定期間にわたり移転
する財又はサービス

― ― ― ― ―

顧客との契約から生じ
る収益

551,468 446,459 73,022 316,395 1,387,345

外部顧客への売上高 551,468 446,459 73,022 316,395 1,387,345

当第３四半期累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

財又はサービスの種類別及び収益認識の時期別の内訳

当第３四半期累計期間における販売実績を財又はサービスの種類別及び収益認識の時期別に示すと、次のとお

りであります。

（単位：千円）

財又はサービスの種類別の名称 合計

インフレーシ
ョン成形機

ブロー成形機
リサイクル

装置
メンテナンス

事業

一時点で移転される財
又はサービス

538,870 398,899 306,543 276,285 1,520,598

一定期間にわたり移転
する財又はサービス

― ― 374,440 ― 374,440

顧客との契約から生じ
る収益

538,870 398,899 680,984 276,285 1,895,039

外部顧客への売上高 538,870 398,899 680,984 276,285 1,895,039
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額
(△)

5円87銭 △1円62銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 49,180 △13,706

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は純損失金額(△)(千円) 49,180 △13,706

普通株式の期中平均株式数(株) 8,373,985 8,445,379

希簿化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益の算定に含めなかった潜在株式で、前会計年度末から重要な変動
があったものの概要

― ―

(注) １ 信託Ｅ口が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。（前第３四半期累計期間61,394株）なお、当第３四半期累計期間は、従

業員持株ESOP信託が2022年３月16日で終了したため、期中平均株式数の計算において控除する自己株式は該

当ありません。

２ 当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施しております。前事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第３四半期累計期間は希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、また、当第３四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

当社は、2023年１月23日開催の取締役会において、共和ダイカスト株式会社及び株式会社タマダイの全株式を取

得し、子会社化する基本合意書を締結することを決議し、同日付で基本合意書を締結しました。

（1）目的

当社の主力製品の一つは、自動車燃料タンクを製造するブロー成形機であり、日本の主力自動車製造会社グル

ープに納入しております。当社と自動車関連会社との関係は強く、今後もその関係を強化していく方針です。今

般、株式を取得(子会社化)する共和ダイカスト株式会社及び株式会社タマダイは、自動車部品大手企業に対し、

アルミダイカスト製品を製造販売しており、アルミダイカスト製品は、自動車の軽量化ニーズに対応した製品で

あり、軽量化のニーズは今後も続くと想定されます。

自動車産業は、エンジン自動車から電気自動車や燃料電池車等に移行しようとしており、今後、樹脂やアルミ

素材に対する多様なニーズが生じる可能性があります。

株式を取得(子会社化)する2社は、優良な顧客と技術力を有しており、当社の顧客や技術と融合することで新た

な製品と市場開拓が可能となります。

以上のことから、2社を子会社化することで、グループ全体の企業価値向上とグループの発展に寄与するものと

判断し、共和ダイカスト株式会社及び株式会社タマダイの全株式取得（子会社化）の検討をすることといたしま

した。

（2）株式取得の相手方の名称

①共和ダイカスト株式会社

普炆金属株式会社

②株式会社タマダイ

大連普炆金属制品有限公司

普炆金属株式会社
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（3）買収する会社の事業内容、規模

①共和ダイカスト株式会社

ダイカストによる自動車部品、電気機器部品等の製造並びに販売

資本金 10百万円

売上高（2021年12月期） 2,300百万円

②株式会社タマダイ

資本金 496百万円

売上高（2022年３月期） 1,565百万円

（4）株式取得の時期

①共和ダイカスト株式会社 2023年４月１日（予定）

②株式会社タマダイ 2023年４月１日（予定）

（5）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①共和ダイカスト株式会社

1,000株（議決権所有割合の100％）

②株式会社タマダイ

7,771株（議決権所有割合の100％）

取得価額は株式取得先の意向により非公開とさせていただきますが、外部専門家による財務及び法務デュー

デリジェンスの結果を勘案し、双方協議の上、公正妥当と考えられる金額で決定いたします。

（6）支払資金の調達方法

手許資金を原資として充当する予定です。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月10日

株式会社プラコー

取締役会 御中

監査法人アリア

東京都港区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 秀 俊

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山 中 康 之

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

ラコーの2022年４月１日から2023年３月31日までの第63期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラコーの2022年12月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認め

られなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行

った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四
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半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


